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 質　問　事　項 

 

№　１－１　

災害時における応援職員の受入れ体制について

 
 

 

 

 

 

 

 

 

要 

 

 

 

旨

大規模災害が発生すると、避難所の運営、救援物資の受入れ、被害認定調査、

罹災証明書の交付、被災者支援など、平時にはない業務が一斉に発生します。 

一方で、災害時には本市職員自身が被災することも想定され、本市職員だけ

では十分な対応ができない場合があります。 

そのため、他自治体などから応援職員を受け入れ、災害対応に生かす「受援

体制」の整備が重要となります。 

本市の地域防災計画にも、広域応援・受援体制の整備や受援計画の作成が位

置付けられています。 

しかし、現在、本市では独立した「受援計画」は策定されていないと認識し

ています。 

以下、お伺いします。 

 

（１）　現在の受援体制について 

ア　本市では現在、独立した「災害時受援計画」は策定されていないと

の認識でよいか 

イ　受援計画は策定されていないとしても、災害時の応援要請、応援職

員の受入れ、配置などについて、現在どこまで準備・整理されている

のか 

 

（２）　受援計画を策定する考えについて 

本市として、必要となる応援職員の業務や人数、応援要請から受入れ、

配置までを一体的に整理した「受援計画」を策定する考えはあるのか伺

います。
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 質　問　事　項 

 

№　１－２　

災害時における応援職員の受入れ体制について

 
 

 

 

 

 

 

 

 

要 

 

 

 

旨

（３）　受援計画の課題と策定時期について 

受援計画を実効性のあるものにするためには、計画を作るだけではな

く、応援職員を受け入れるための執務場所、パソコン、通信手段、車両

などの活動環境についても、あらかじめ整理しておく必要があります。 

また、実際に応援要請から受入れ、配置までを行う訓練を実施し、課

題を計画に反映することも重要です。 

受援計画を策定する上で、本市として現在どのような課題があると認

識しているのか伺います。 


